











































































































































































































































































































1980年 1983年 1998年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
中心街14地点 78,934 64,788 72,076 78,600 60,956 61,030 59,090












































1988年 1991年 1997年 2002年
中心市街地
商店数 1,084 1,145 902 781
従業員数 5,838 5,249 4,436 4,068
年間販売額 92,793 106,198 92,948 67,493
市全体
商店数 4,106 4,318 3,642 3,232
従業員数 18,448 19,220 19,070 20,625
年間販売額 295,715 358,272 385,097 352,293
（出所）青森市『中心市街地活性化基本計画』2007年。原資料は『商業統計』。
（注）ここでの中心市街地は新町・長島・古川・本町・安方をいう。
写真１　アウガ前の新町商店街
（注）撮影は筆者。以下同じ。アウガは右側の円柱のある建物。
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空洞化が激しい。歩道は広くきれいにされているが，通行人が必ずしも増えるわけではない。
このように，青森市の中心街を実際に歩いてみると，現状では，多額の税金を投入したアウガが，青森
市の中心街や中心商店街の活性化に関して，民間商業施設に比べて特別に大きな効果を有しているとはい
いがたい。
また，青森市は，06年に条例で「特別用途地区」を設けて，１万㎡を超える大型店舗の立地を制限した。
しかし，民間業者は利益を追求することに長けているので，このような規制も簡単に破ってしまう。道路
で敷地を区切るなどして敷地を細分化して規制を破ってしまう。郊外型大規模店舗は青森市においても猛
威を振るっており，市の南部郊外に大型ショッピングセンターがつくられ，コンパクトシティの実現は障
害に直面している。
しかも，青森市のコンパクトシティ構想は，さらに深刻な危機に直面している。同市は，新幹線の乗り
入れを2010年に控えているが，新幹線の駅は青森駅から１駅西にある新青森駅（奥羽本線）が予定されて
いる。現在，近くの線路沿いの防雪林が相当の区域にわたって伐採され，新青森駅前では大規模な造成工
事が進められている。これが完成すると，青森市は青森駅近辺と新幹線乗り入れ駅近辺との二極構造がで
きあがり，青森駅近くにある中心市街地や中心商店街の衰退にさらに追い討ちをかける可能性が大きい。
八戸市では，中心市街地がＪＲ本八戸駅から歩ける距離にあるが，新幹線が八戸駅に乗り入れたことに
よって，二極構造ができあがりつつある。青森市の場合も，ＪＲやその他の思惑が働いているのであろう
が，コンパクトシティを実現しようする青森市としては不本意な結果になることが懸念される。
むすび
新旧まちづくり３法について概観し，新法のもとでの青森市の事例を検討した。以上のことから，少な
くとも，次の２点について指摘することができる。
第１は，新まちづくり３法においても，第三セクターの会社を活用する再開発ビル方式は破綻している
ということである。新まちづくり３法に基づく基本計画の先進モデルとされた青森市の第三セクターによ
写真２　夜店通り商店街
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まちづくり３法と青森市中活事業の事例
る再開発ビルは，多額の税金投入を余儀なくされる結果となっている。旧法のもとで先進事例とされた佐
賀市や津山市の第三セクターの再開発ビルは失敗に帰した。売上目標の未達成（計画の甘さ），管理運営
上の欠陥など，第三セクター「再開発ビル」の破綻の原理は同様のものである。青森市でも多額の公的資
金の追加投入に対して市民の反発がある。
ただし，第三セクターの会社そのものがすべて否定されるべきものではない。中心街の無料駐車場シス
テムの管理運営をごくわずかの社員で行うような場合には，多額の費用もかからず，多額の税金の投入も
必要がなく，中心街の活性化に役立ちうる。問題なのは，多額の負債を負うことになる再開発ビル（商業
複合ビル）方式である。富山市の「まちづくりとやま」は第三セクターのまちづくり会社であるが，再開
発ビルに直接的に関与していないところに成功の一因がある。もっとも，市長の知り合いや天下り官僚を
役員に据えたりするなど，問題点もみられる。
しかしながら，各地で第三セクター「再開発ビル」による中活事業が展開されていることはきわめて遺
憾であるといわざるをえない。たとえば，鹿児島県では，まちづくり３法に基づいて，鹿屋市中心街に第
三セクター「リナシティかのや」が建造された。１階にイオン系のスーパー「マックスバリュウー」を入
れ，商業床に多くのテナントを誘致することになっているが，「マックスバリュウー」の売上も目標額に
達せず，テナントの入りも悪い。２階は芸術文化学習プラザとされ，３階は健康スポーツ・芸術文化学習
プラザとされている。「リナシティかのや」の経営も赤字であるといわれており，税金の追加投入が懸念
されるところである。出資団体の１つである鹿屋商工会議所の負担も大変なようである。
第２に，新まちづくり３法によって中心市街地の活性化が推進されているといわれるが，青森市の「ア
ウガ」の事例にみられるように，実は旧まちづくり３法の時の基本計画を引きずっているのである。再開
発ビルの建設には長期の期間を要するので，最近開業した再開発ビルであっても，旧まちづくり３法の基
本計画に基づいている場合が多い。政策の枠組みとして，すでに走らせたまちづくり３法を部分修正して
いるために，基本計画の衣替えをしただけであり，旧法の呪縛から免れていないのである。鹿屋市の場合
もそうである。
地方のまちは，中央官庁にいったん走らされてしまったので，旧計画を修正してでも，もらうべき補助
金をもらわないと困るというところもあろう。また，旧法に乗り遅れたところでは，青森市にならって，
これから第三セクターの再開発ビル等をつくり，補助金を得ようとしているところもある。
本稿の結論としては，健全な中心市街地の活性化のためには，第三セクターの「再開発ビル」方式は採
用しないのが賢明であるということである。中心市街地の活性化は，やはりそのまちに住む人々（市民や
商工業者など）がどのようなまちをつくり，活性化させるのがよいのか，国の補助金政策にまどわされず
に，まちの歴史や特色を活かして自ら決定すべきである。そのためには，商業者による商店街の近代化と
まちを良くするための市民の努力が必要である。また，明治以来の中央集権的行政をやめて，地方の独自
性を発揮できるようにすることが必要である。その意味では，道州制の導入も検討されてよい。アメリカ
やドイツにおいても，まちづくりは地方政府や州が責任を持って行うことになっており，国の関与は少な
い。
これまで，まちづくりは，中央官僚，市町村の関係者，コンサルタント，専門家，政治家など，一部の
人々の独壇場となってきた。市役所では，２～３年で担当部署を替わるのが通例であり，まちづくりの取
りまとめ機関であるににもかかわらず，中長期にわたってまちづくりに精通して責任をもってやれる職員
はほとんど存在しないのが現実である。
社会保険庁の例を挙げるまでもなく，戦後日本の諸制度が「金属疲労」を起こして様々な問題を生み出
している今日である。また，制度の構造上の問題も再検討が必要な時期にきている。中心市街地活性化政
策についても，まちに住んでいるさまざまな人々による関与と検証が必要である。近年のまちづくり政策
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には多くの問題点があるが，その一端を採り上げた。
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